障害者自立支援法案に関する意見書
　第１６２回国会で障害者自立支援法案が上程され、審議が続いているところである。同法案は、障害者の地域生活と就労を進めて自立を支援する観点から、これまで障害種別ごとに異なる法律に基づいて提供されてきた福祉サービス、公費負担医療費等について、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設しようとするものである。また、支援費制度における「国の財政責任」が不明確であるなど、現行制度の様々な課題を解決し、今後の安定した総合的な保健福祉サービスの提供を目指すものである。
　しかし、この制度の前提となっているのが、サービス利用者である障害者に費用負担を求める「応益負担」の原則であり、制度が導入されれば、市町村が審査会を設置して一元的なサービス体制を構築する責務を負うことになる。この法案は、障害者の活動を広く支援することを趣旨に策定され、サービスの利用者に負担を求めている。そのため、国は、障害者の自立を支援する改正内容であるとの説明責任を果たし、国民に理解を得るよう努めるべきである。
　よって国会及び政府は、「応益負担」を前提とする障害者自立支援法案の審議に当たっては、慎重審議を重ね、低所得の障害者に対してはとりわけ十分な配慮をしながら、真に安定した総合的な障害福祉サービスを提供できる体制を整備されるよう強く要望する。
　

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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